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生駒市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部を改正する訓令を次のよう 

に定める。 
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生駒市長 山下 真 

生駒市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部を改正する訓令 

生駒市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（昭和４７年１２月生駒市訓令甲 

第５号）の一部を次のように改正する。 

第３項中「１０２，１００円」を「１３５，０００円」に改める。 

第４項の表中「１７，２００円」を「１８，６００円」に、「１２４，４００ 

円」を「１３５，０００円」に、「１３９，１００円」を「１４０，５００円」 

に、「１９７，０００円」を「１８５，０００円」に、「２５４，０００円」を 

「２５７，０００円」に、「１０５，４００円」を「１０６，５００円」に、「 

１７７，０００円」を「１６１，０００円」に、「２４７，０００円」を「２５ 

０，０００円」に、「８０，８００円」を「８０，９００円」に、「１６２，０ 

００円」を「１４３，０００円」に、「２４２，０００円」を「２４３，０００ 

円」に、「５６，８００円」を「５６，９００円」に、「１４７，０００円」を 

「１２６，０００円」に、「２３７，０００円」を「２３８，０００円」に改め 

る。

第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。



第５ 前項の規定にかかわらず、園児に小学校１年生の兄又は姉がいる場合の補 

助金の額及び補助限度額は、次の表によることができる。 

補 助 限 度 額（年額） 

対 象 範 囲 補 助 金 の 額 
１人就園の場合及び同 

一世帯から２人以上就 

園している場合の最年 

長者（第２子） 

同一世帯から２人以上 

就園している場合の第 

２子以外の園児（第３ 

子以降） 

生活保護法の規定による保護を 

受けている世帯及び当該年度に 

納付すべき市民税が非課税とな 

る世帯 

１５６，０００円 １７０，０００円 

当該年度に納付すべき市民税の 

所得割が非課税となる世帯 
１２５，０００円 １４３，０００円 

当該年度に納付すべき市民税の 

所得割課税額が１８，６００円 

以下となる世帯 

１０２，０００円 １２２，０００円 

当該年度に納付すべき市民税の 

所得割課税額が１３５，０００ 

円以下となる世帯 

入園料及び保育料 

の合計額 

８０，０００円 １０３，０００円 

備考 この表を適用した園児と同一世帯に属する園児に係る補助金の額及び補 
助限度額の算出については、前項の表を適用することができない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成１８年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の生駒市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定は、平成１８年 

度以後の年度分の就園奨励費補助金について適用し、平成１７年度までの就園 

奨励費補助金については、なお従前の例による。


